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通信技術の発展に伴い，交通分野では複数の交通手段をパッケージ化して提供するMaaS(Mobility as a 

Service)という概念が注目を集めている．このMaaSにおいて中長距離の輸送を担う自動車は，技術発達と共

にその利用方法の変革の波が迫っている．本研究においては人間による運転が不要となる自動運転(adus)，

スマートフォンの普及と共に利用者が増加しているシェア交通という2つの要素に着目し，それらの要素が

融合した新交通手段：Shraed-adus(SA)の導入に伴う環境負荷への影響を検証した．主な結果は以下の通り

である．1) SAは現在の約4割の車両数で運行可能であり，2)SAの導入によって現在の総走行時間の約4割相

当の回送時間が生じる．3)人口密度が比較的高いゾーンでライドシェアが成立しやすく，4)総走行時間に対

する回送時間の割合は人口密度が疎な地域において高い傾向が見られる． 
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1. はじめに 

 

 近年，新たな自動車技術交通サービスの概念として

MaaS (Mobility as a Service)1)が注目を集めている．これは

出発地から目的地までの移動手段をパッケージ化して提

供するサービスである．背景には，通信技術の発達やシ

ェア交通の台頭といった交通手段の多様化が挙げられる．

これらの多様な交通手段を組み合わせ，自家用車に頼ら

ずアクセス可能な圏域を拡大することは導入意図の一つ

である．そのため，都市圏内のトランスポーテーション

ギャップ2)の発生を防ぐという観点が求められると考え

る．中でも，中長距離帯の移動手段として重要である自

動車には，その利用方法を含めて変革の波が迫っている． 

その最たるトピックは，人間の運転を不要とする自動

運転(Automated Driving for Universal Service，以下「adus」)

の実用化である．2020年以降に特定条件下(高速道路等)

における完全自動運転が可能なレベル4の実用化3)に向

け，技術開発や法制度の整備が進められている． 

 adusの実用化に共に，MaaSの一要素であるライドシェ

ア(以下，「RS」)等の自動車のシェア利用と融合した新

交通手段への発展が期待される4)．本研究ではこの新た

な交通手段を「Shared-adus」と呼称する．1日の95%の時

間が駐車状態の車両を効率的に稼働させるこのシステム

の実現に向け，自動車メーカーがシェア交通事業者と提

携を図る動きも活発化している5)．一方で，Shared-adusで

は車両の稼働率を高めるために「回送時間」6)の発生が指

摘されている．Shared-adus導入に伴うこれらの影響を推

計することで，導入時における検討材料を提供できると

考える．これらの背景から，本研究では将来的にMaaSの

一翼を担うことが期待されるShared-adusの導入に際し，

環境負荷の側面からその影響を明らかにし，この新交通

形態の導入の判断材料の一つとすることを目的とする． 

 

 

2. 研究の位置づけ 

 

2.1 Shared-adusの経緯と現状 

 Shared-adus は都道府県等の地域単位で保有する adus
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車両で，従来の自動車トリップ需要に対応する交通サー

ビスである．さらに，後述する条件を満たす利用者同士

では，同一車両に乗り合って移動する RS が成立すると

想定する． 

近年は IT 技術の発展やスマートフォンの普及と共に，

アプリケーションを介したRSの利用が増加している 7)．

中でも米国の Uber Technologies(以下，「Uber」)が提供す

る RS サービスは，タクシーよりも早く安いサービス提

供を強みに利用者を拡大させている．我が国では，無資

格者による旅客輸送は「白タク」行為として禁止されて

きが，近年では規制緩和の一環としてその容認に向けた

議論が行われ始めている 8)． 

また，米国ではUberによる自動運転車両を含むRS交

通サービスの実証実験が開始される 9)等，保有を前提と

しない adus 車両の利用方法がその実用化前から検討さ

れている． 

 

2.2 Shared-adusに関連する既存研究 

 Shared-adusに関連する既存研究として，Shared-adusの

普及可能性に着目した研究 10)11)，Shared-adusと鉄道等の

基幹公共交通を組み合わせ効率的な車両運行を試みた研

究 12)がある．これらの既存研究においては，仮想の交通

量想定によるシミュレーション分析や，パーソントリッ

プ調査データを使用した各個人の現況の交通量をベース

としたシミュレーションがメインとなっている．さらに，

本研究の着眼点である環境負荷の変動に着目した研究
6)13)等が見られるが，本研究で想定するRSの成立は考慮

していない． 

また，adus実用化前からRS交通の成立可能性に関して

多くの研究14)が行われてきたが，人間の運転を必要とせ

ず運行が可能であるShared-adusは従来の交通形態と異な

るシステムとして位置づけるべきと考える． 

 

2.3 本研究の内容 

本研究では，今後の実用化が想定されるShared-adusの

導入に伴う都市環境への影響について，車両数や車両の

総走行時間の変動といった観点から推計を行う．なお， 

多様な導入形態が想定されるSAの導入効果の分析にお

いては，複数の導入シナリオを想定することが望ましい

と考える．そのため，複数の成立条件の設定を通して比

較する．さらに，地域単位で考察を加えることで，導入

による影響の生じやすい地域の特徴を洗い出す． 

 

2.4 本研究の特長 

 本研究の特長を以下に示す． 

1) 将来の交通サービスのトレンドになりうるMaaSの一

翼を担うShared-adusの導入に伴う，ポジティブ・ネガ

ティブ両面の影響を計測した高い新規性・有用性を有

する研究である． 

2) Shared-adusの導入形態毎に生じる影響の差を示し，目

的に合わせた導入の判断材料となる有用性を有する． 

3) 地域特性ごとにShared-adus導入時の環境負荷の程度

を可視化することで，導入に際して事前対策を施すに

あたって有益な情報を提供している． 

 

 

3. 分析概要 

 

3.1 本研究で想定するShared-adus 

本研究で想定する Shared-adus は地域単位で adus 車両

を共同利用する交通システムであり，誰もが Shared-adus

を利用できる状態を想定する．このため，運転免許非保

有者でも利用可能な自動走行レベルの設定が必要である． 

なお，本研究における Shared-adus は鉄道利用者(たと

えば茨城県南地域⇔東京都区部)の交通手段転換を促す

ものでなく，従来は自動車で行っていた郊外地域間の移

動を代替する交通サービスである．このため，自動車・

バス・タクシーを利用するトリップを対象とする． 

これらを踏まえ，本研究において想定する Shared-adus

は次の 4項目の特徴を有する． 

1) adusの自動走行性能はLev.5(SAEレベル)とする． 

2) 利用者は代表交通手段として乗用車・バス・タクシー

で移動しているトリップとする． 

3) 乗車可能人員は 2人まで乗車可能なものとする． 

4) 車両は個人所有ではなく対象地域全体で共有する． 

なお，本研究はバス利用者の一部を Shared-adus利用者

として結果的に取り込んでいるが，公共交通を撤廃すべ

きという意図を有するものではない． 

 

表1 使用データ一覧 

 

 

 
図1 対象地域の各小ゾーンの人口密度(可住地面積比) 

データ出典 備考

自動車・バス・タクシー
利用トリップデータ

東京都市圏
パーソントリップ

調査データ
(平成20年調査)

[個人・世帯属性]
年齢/性別/自動車保有状況
[トリップ属性]
ある平日1日における発生トリップの
発着地/発着時刻/移動手段/移動目的

自動車旅行
速度データ

GIS道路
ネットワークデータ

各小ゾーンを通過する一般道路に
おける自動車平均旅行速度を
道路距離に応じて按分

人口
国勢調査データ
(平成22年調査 )

町丁目ごとに集計された人口を
小ゾーン単位で再集計した人口を使用

土地利用
細分メッシュデータ

国土数値情報
ダウンロードサービス

可住地面積・農用地面積・林地面積
の算出に使用

交
通
行
動

地
域
特
性

データ概要
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3.2 使用データの概要 

 本研究で使用するデータを表1に示す．本研究では一定

規模以上の地域内における各個人の行動スケジュールを

把握するため,東京都市圏パーソントリップ調査データ

(以下，「PTデータ」)を使用する．この中で，郊外間交通

を対象とするため，茨城県南地域を発着地とするトリッ

プを対象とする．対象地域の概要を図1に示す． 

 

3.3 RS成立条件 

2 者の RS 成立には，両トリップの時空間一致が大前

提である．加えて，一定の利便性確保のため，RSを行う

2 者の出発時間の差を最長 15 分 15)とする．RS 成立の基

本条件を式(1)～(3)に示す．また，郊外間という一定距離

以上の移動における利用を想定するため，発着地が同一

の内々トリップはRS成立の対象外とする. 

 

TODa = TODb 

WL ≦ TSb - TSa≦ WH  c.f  TSa< TSb 

0 ＜ WL ＜ WH ≦ 15 

 

TODn ：トリップ nの出発地-到着地  

TSn      ：トリップ nの出発時間(分) 

WL,WH：トリップの出発時間差の最短，最長時間(分) 

 

なお，PTデータの位置情報の最小単位が小ゾーンであ

るため，RS の成立可否は 2 者の出発時間差以内に両者

の出発地点間を移動できる確率に依存すると考える．そ

こで，本研究ではゾーン面積が小さいほど，また 2者の

出発時間差が大きいほど，確実に RS が成立するような

「RS成立確率」を設定する．算出式を(4)，(5)に示す．こ

れは 2 者の出発時間差を,小ゾーン面積および自動車平

均旅行速度より算出した「ゾーン内到達可能時間」で除

した値である．この値を(1)～(3)のRS成立条件を満たす

2者の拡大係数に乗じ，RS成立組数を算出する． 

 

RTi = β・di/vi c.f  β = 1.4 

di =√𝑑𝑧𝑖/3.14 

 

RTi：ゾーン iにおける到達可能時間 

Β  ：直線距離から道路距離への補正係数 

dzi ：ゾーン iの可住面積 

di ：dziと同面積の円の半径 

vi ：ゾーン iにおける自動車平均旅行速度 

 

3.4 必要車両数の算出 

先述の条件を基に，Shared-adusの運行に必要な車両数

を算出する．初めに，トリップ毎に RS の成立有無を確

認し，RSが成立したトリップは 1つの自動車トリップと

みなす．自動車トリップ数が確定した後，全トリップの

輸送に必要となる車両数を算出する．この際，Shared-adus

の導入を想定しない場合は，自動車運転手の数を集計す

る．Shared-adusの導入を想定する場合は，トリップの出

発時点に，その発地に車両が存在する場合は既存の車両

を配車する．該当する車両が存在しない場合は新規車両

を配車すると仮定する．この仮定で配車を行った場合の

必要車両数を算出する． 

 

3.5 総走行時間の算出 

本研究ではSAの導入に伴う環境負荷の指標として総

走行時間を用いる．この指標は温室効果ガス排出量等の

指標と比較すると,年々向上する車両の燃費といった要

因によって結果が左右されない指標と考える． 

車両の総移動時間について，「移動時間」「送迎時間」

「回送時間」で構成されると仮定する．各要素の定義は

以下の通りである(図2)． 

「移動時間」：乗客を乗せて目的地に移動する時間． 

「送迎時間」：RSが成立する場合，先乗者が乗車してか

ら後乗者を乗せるまでの時間． 

「回送時間」：次の利用者の元へ無人で移動する時間． 

 

 

図2 車両の移動時間に関する用語のイメージ図 

 

3.6 想定するShared-adusの導入シナリオ 

本研究ではShared-adusの導入について，複数の導入シ

ナリオについて現状(BAU)との比較を通してその効果を

明らかにする．Shared-adusはRSの成立を前提とする交通

サービスであるが，RSによるトリップ集約が環境負荷

(総走行時間)等に及ぼす影響を計測するため，RSが成立

しないShared-adusの導入シナリオについても検討を行う． 

また，RSの成立は2者のトリップの時空間一致が前提

で，利用者は同じ距離をRSによって低コストで移動可能

である．Shared-adusの運営主体にとっても輸送効率を高

められるため，RSが成立するように運行スケジュールを

組むという運行方針16)も想定される． 

これを踏まえ，本研究では利用者の発時間を一定時間

(15分および30分)以内で早めた場合に基本条件を満たす

場合にRSが成立する「発時間変動条件」を設定する．こ

の発時間変動条件を含めて，Shared-adus導入に伴うRS成

(1) 

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 
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立割合や必要車両数の変動等に着目する．以降，シナリ

オ中ではShrared-adusは「SA」，発時間変動条件を「発変」

と表記し，現状(⓪BAU)を基準とした場合の「①RS」「②

SA_非RS(RSが一切成立しないシナリオ)」「③SA_基本条

件」「④SA_発変_15分」「⑤SA_発変_30分」の5つの導

入シナリオによる比較分析を行う．なお，④，⑤のシナ

リオでは，利用者の発時間がそれぞれ15分以内，30分以

内で早めに変動する可能性がある． 

 

 

4. 導入シナリオ毎の影響比較 

 

4.1 シナリオ毎のトリップ集約効果 

3.で述べた分析方法に基づき，Shared-adusの導入に伴

う自動車トリップの集約効果について検証を行う．導入

シナリオ毎の自動車トリップ数を図3，必要車両数を図4

に示す．ここから以下の点が読み取れる． 

1) 図3の①と③の比較より，Shared-adusの導入によって

集約される(RSが成立する)トリップが倍増することが

伺える．①では自動車非保有者は自動車保有者としか

マッチング出来ない制約がShared-adusの導入によって

解消されることが大きな要因と考える． 

2) 図3の③と④⑤の比較より，発時間変動条件では集約

されるトリップがさらに倍増する．同じ距離を低コス

トで移動したい利用者が多い場合，15分程度の出発時

間の変動を許容することで，基本条件よりも10万トリ

ップ以上の集約が可能となる． 

3) 図4の⓪と②の比較より，Shared-adusの導入によって

従前の4割程度の車両数で運行が可能となることが明

らかとなった．同数の自動車トリップを②では半数以

下の車両で輸送していることから，車両の稼働率が向

上していることが示唆される． 

4) 図4の②～④より,Shared-adusを導入したシナリオ毎

の必要車両数はRSの成立数が多いほど少なくなる．た

だし，⓪と②のような大きな差は見られなかった． 

 

4.2 シナリオ毎の総走行時間 

 前節においてShared-adusの導入によって車両の運行効

率が大幅に増加する可能性を示唆した．ただし，1.で述

べたように，Shared-adusは利用者間の回送時間を発生さ

せることから，総走行時間の増加が懸念される．導入シ

ナリオ毎の総走行時間を図4，車両あたりの総走行時間を

図5に示す．ここから以下のことが読み取れる． 

1) 図4の⓪と②の比較より，SAの導入で20万時間の回送

時間が生じていることが読み取れる．これはBAUの総

走行時間の約4割に相当する． 

2) 図4の②と③の比較より，RSによって移動時間が短縮

されることで総走行時間は短くなっている． 

3) 一方で③と④⑤を比較すると，総走行時間は④⑤の方

が長い．これは，③よりも少ない車両数で輸送するた

めに回送時間が増加したことが原因と考えられる． 

4) 車両あたりの総走行時間(図5)を見ると，②～④では

RSの成立数が多いほど車両あたり総走行時間が長く

なる傾向が読み取れる．3)で述べた回送時間や，RSが

成立する際の送迎時間の増加が原因となっている． 

5) 図5の⓪と②の比較より，Shared-adusの導入によって

車両あたりの総走行時間は4倍以上となっている． 

 

 
図3 シナリオ毎の自動車トリップ数 

 

 
図4 シナリオ毎の必要車両数 

 

 
図5 シナリオ毎の総走行時間 

 

 
図6 シナリオ毎の車両当たり総走行時間 

0 30 60 90 120 150

⓪BAU

①RS

②SA_非RS

③SA_基本条件

④SA_発変_15分

⑤SA_発変_30分

［万トリップ］
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5.Shared-adus導入による影響の地域間比較 

 

5.1 シナリオ毎のRSトリップ割合の変動 

 Shared-adus導入に際して成立するRSの数は，成立する

地域によって差が生じることが考えられる．各小ゾーン

を発地とする自動車トリップの内，RSトリップの割合を

図7に示す．ここから以下のことが読み取れる． 

1) 鹿嶋臨海工業地域が立地する鹿嶋市，神栖市における

RSトリップ割合が比較的高い．これらの地域は海に隣

接しているために交通の方向が限定的であることや，

工業地域という特性上，通勤や帰宅目的のトリップが

朝夕のピーク時間帯において同一方向に発生しやすい

ことが要因と考える． 

2) 常磐線沿線やつくばエクスプレス沿線地域において

RSトリップ割合が高い地域が見られる．利用者密度が

高いほどRSが成立しやすく，鉄道駅を有する地域はそ

の条件を比較的満たしていることが示唆される． 

また，④発時間変動条件_15分以内におけるRSトリッ

プ割合を図8に示している．4.1より，茨城県南地域全体

では③と比較して④のシナリオでより多くのRSが成立

することが分かっている．小ゾーン単位で詳しく見ると

以下のことが分かる． 

1) 鉄道沿線等のRSが成立しやすいと考えられるゾーン

においてRSトリップ割合の増加傾向が見られる．これ

らのゾーンは利用者密度が比較的高いと考えられるた

め，発時間を変動させることで③基本条件を満たすト

リップが多いことが示唆される． 

2) 面積が比較的大きな小ゾーンにおいて，③と比較して

④のRSトリップ割合が低くなっているゾーンが存在

する．各小ゾーンは人口1.5万人を目安に設定されてお

り，面積の大きなゾーンほど人口密度が小さい傾向が

ある．先述の人口密度の大きな地域と比較すると，出

発時間の変動で新たに相手が見つかりづらいことが原

因と考えられる． 

 

5.2 回送時間の地域的特徴 

 各小ゾーンを発地としたトリップの総移動時間に占め

る回送時間の割合について，③基本条件の結果を図9に，

④発時間変動条件_15分以内の結果を図10に示す．ここか

ら以下の点が読み取れる． 

1) 面積の大きなゾーンで回送時間割合が高い傾向が読

み取れる．人口密度が比較的低いこれらの地域では，

高密な地域よりも利用者間の回送に必要となる時間が

比較的多くなるためと考えられる． 

2) 図9，図10を比較すると，回送時間割合が茨城県南地

域全体で満遍なく高まっており，4.2で示した車両数の

減少による回送時間の増加が運行地域全域に影響を及

ぼしていることが示された． 

 

図 7 ③基本条件のRSトリップ割合 

 

 

図 8 ④発時間変動条件_15分以内のRSトリップ割合 

 

 

図 9 ③基本条件の回送時間割合(総走行時間比) 

 

 

図 10 ④発時間変動条件_15分以内の回送時間割合 

(総走行時間比) 
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6. おわりに 

 

 本研究では将来的な実用化が期待されるShared-adusの

導入における環境負荷について，複数の導入シナリオに

よる影響を推計した．主な結果は以下の通りである． 

1) 単純なRSの場合と比較して，Shared-adusによって成立

するRSトリップは倍増する． 

2) Shared-adusは従前の約4割程度の車両数で運行可能で

であるが，導入によって従前の総走行時間の約4割に相

当する回送時間が発生する． 

3) 地域別に見ると人口密度が比較的高い都市や，海岸線

に接している小ゾーンにおいてRSが成立しやすい． 

4) 総走行時間に対する回送時間の割合は人口密度が疎

な地域において高くなる傾向が見られる． 

これらの結果より，回送時間の観点では地域の人口密

度等に応じて RS成立の条件を変動させることでより効

率的な運行が可能になると考える．また，回送時間や送

迎時間は，Shared-adus専用の乗降場所を設置する等，利

用者間・利用者-車両間の距離の短縮により抑制すること

が可能と考えられる．一方で，この施策は利用者の利便

性を損なう可能性もあり，特定の乗降口から乗車する場

合に利用料金を割引する等，利用者側にインセンティブ

を与えるといった運営方法も検討すべきと考える． 

なお，Shared-adus導入による影響は本研究で対象とし

た環境面のみならず,駐車スペースの集約といった土地

利用・都市構造の変化をもたらす可能性4)をも秘めてお

り，導入の際には多面的な影響の考慮が求めれられる． 
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